
2 みんなで子育て応援事業費
一般県民、関係団
体、企業経営者等

2,000 

【用語説明】
※１　合計特殊出生率
　人口統計上の指標で、一人の女性が一生に生む子供の数を示す。女性の十五歳から四十九歳までの年齢別出生率を合計して算出する。

※２　ワークライフバランス企業
　雇用労働者がワークライフバランス（仕事と家庭生活の調和）を図るために必要な職場環境の整備を行う企業をいう。次世代育成支援対策推進法に規定する一般事業主行動。計画を策定した者は、いしか
わ子ども総合条例に基づき、県にワークライフバランス企業として登録することができる。

健全な育成環境の整備 放課後児童クラブの研修参加数 箇所 指導員豊かな放課後づくり推進事業費

 

 

1,758 

企業
(H27)

422

(H27) (H24) (H25)

15,000 ワークライフバランス推進事業費

今後の
方向性（千円） （千円）

決算 事業の
有効性

(H27) (H24) (H25)
1 次世代育成支援対策費

一般県民、関係団
体、企業経営者等

3,657 

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

作成者 組織 少子化対策監室 職

施策の目標 成果指標 単位

評価者

目標値
（年度）

組織

現状値

422

(H25)

1.50

宮崎　千晶子ども政策課長 氏名

(H27) (H24)

評価
（年度） （年度）

(H25)

職 氏名

1 合計特殊出生率（※１）

課題に対する主な取り組み 評価

600

施策1

施策2 放課後児童クラブの研修参加数 箇所

1.47（概数）
指数

ワークライフバランス企業登録数（※２）
(H27)

企業2

(H27) (H24) (H25)

270 834

(H24)

成果指標

施策1 課題1

課題

少子化対策の推進

施策

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題

少子化対策の推進

健全な育成環境の整備

1.47（概数）
合計特殊出生率 指数

（年度） （年度）

施策2

課題2

課題1
270 834

3
 

 

次世代育成支援の促進 ワークライフバランス企業登録数
(H24) (H25)

600
企業

単位
目標値
（年度）

現状値

1.50

事務事業 対象
予算

一般県民、関係
団体等

いしかわ子ども・子育て応援資金貸付金 ー
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主事　上野　寛佳
健康福祉部少子化対策監室

076

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1447 内線

作
成
者

組　　織
事務事業名 次世代育成支援対策費

事業開始年度 Ｈ19
根拠法令
・計画等

いしかわ子ども総合条例
いしかわエンゼルプラン2010

職・氏名
225

課題
施策 少子化対策の推進 評価

少子化対策の推進

4187電話番号

施策・課題の状況

指標 合計特殊出生率 単位

平成27年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現状値

指標

1.50 1.40 1.44 1.43 1.47(概数)
平成25年度

目標値

事業費
（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

事業費
予算 18,436 17,582 4,902

4,982

3,657
決算 18,446 15,483 3,229 3,367

3,717

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

22,079

項目 評価 左記の評価の理由

25,736
評価

3,657
3,3673,229

事業費累計 15,483 18,712

4,902 3,717一般
財源

予算 18,436 4,982
決算 18,346

事業の背景 
・次世代育成支援対策推進法（H15.7制定）において、県・市町は地域における子育て支援、親子の 
  健康の確保、仕事と家庭の両立などに向けた取り組みに関する行動計画を策定することを規定 
・いしかわ子ども総合条例（H19.3制定）において、子どもに関する施策を推進するための具体的な 
  行動計画を策定することを規定 
・法律及び条例に基づく県の行動計画として「いしかわエンゼルプラン」（計画期間５年間）を策定 
 （現行プランは３期目） 
   
 
 
 
 
・社会全体で子育てを支援する気運の醸成に向けて、多子世帯の経済的負担の軽減を図るため、平成 
  １８年からプレミアム・パスポート事業を開始 
 
事業の目的 
(1) プレミアム・パスポート事業は県民の中に着実に定着しているが、同様の制度は全国的に普及し、 
   ４２道府県で１子･２子を対象にした事業も実施されており、子育て支援のすそ野の拡大が課題と 
   なっている。(協賛店舗数2,216店舗、交付世帯数16,519世帯(H25.5.31現在)) 
   このため、今年度から「エンゼルマーク運動」を立ち上げ、対象をすべての子育て世帯に広げ、 
   より多くの企業・団体が子育て支援に参加できる仕組みづくりを行うこととしている。 
   今後、両事業を連動させながら子育て支援のさらなる拡大を図ることとしているが、プレ・パス 
  事業はブランドイメージを維持しながらも、マンネリ化に陥ることなく利用者・協賛企業双方にと 
   ってさらに魅力ある制度となるよう継続して実施していく必要がある。 

(2) 平成２７年度、子ども・子育て支援新制度が導入されるに当たり、県は制度の実施主体である市 

   町を支援する立場から、県内における保育サービスの量の見込みや提供体制などについて事業計画 

   を策定する必要があり、いしかわエンゼルプラン２０１０推進協議会において、従来までのプラン 

   の進捗状況の検証等に加え、計画策定に向けた調査・審議を行う。 

 
事業の概要 

(1) プレミアム・パスポート事業費      
      ・協賛企業のさらなる獲得  ・企業情報をＨＰやメルマガ等により利用者へ送信 

(2) いしかわエンゼルプラン２０１０推進協議会費      

       プランの進捗状況の点検・課題の協議等 
     構成員２８名 年１回開催  ※根拠規程 次世代育成支援対策推進法第２１条 

(3) 県顧問費      

      本県の少子化対策全般に対し専門的な知識・経験に基づく助言をいただく 

     柏女 霊峰 氏（非常勤嘱託） ※淑徳大学総合福祉学部教授 

「いしかわエンゼルプラン２０１０」(計画期間H22～H26)における重点テーマ 

①すべての子育て家庭への支援       ②ワークライフバランスの推進 

③保育サービスと放課後対策の充実   ④周産期・小児医療体制の充実 
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事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1447 内線

作
成
者

組　　織
職・氏名 主事　　村上　友里恵
電話番号

施策・課題の状況

事務事業名
みんなで子育て応援事業費
（いしかわエンゼルマーク運動の推進）

事業開始年度 Ｈ25
根拠法令
・計画等

いしかわ子ども総合条例
いしかわエンゼルプラン２０１０

健康福祉部少子化対策監室

076 225 4186

指標 合計特殊出生率 単位

平成27年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

課題
施策 少子化対策の推進 評価

少子化対策の推進

現状値
指標

1.50 1.40 1.44 1.43 1.47(概数)
平成25年度

目標値

事業費
（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

事業費
予算 2,000
決算

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

0

項目 評価 左記の評価の理由

2,000
評価

2,000

事業費累計 0 0

一般
財源

予算
決算

１．事業の背景・目的 
  社会全体で子育てを支援する気運の醸成に向けて、３子以上の多子世帯の経済的負担の軽 
 減を図るため、全国に先駆けた取り組みとして平成１８年度からプレミアム・パスポート事 
 業を実施しており、県民の中に着実に定着している。 
  一方で近年、同様の制度は全国的に普及し、４２道府県で１子・２子を対象にした事業も 
 実施していることから、本県においても子育て支援のさらなるすそ野の拡大を図ることが課 
 題となっており、新たな仕組みづくりを行う必要がある。 
  このため、すべての子育て世帯に対しより多くの企業・団体が子育て応援に参加できる仕 
 組みを創設し、民間と行政とが一体となった県民運動（エンゼルマーク運動）を展開してい 
 くこととしている。 
 ［実施主体：子育てにやさしい企業推進協議会（会長：青木桂生（ｸｽﾘのｱｵｷ会長））］ 
 
２．事業の概要 
 【エンゼルマーク運動の概要】 
 （1）エンゼルマーク店の認定・情報発信  ［予算額 1,700千円］ 
   ・子育て応援サービス活動を行う企業・団体等を「いしかわエンゼルマークの店」 
    に認定 
   ・ＨＰ等により認定店の活動内容を紹介 
   ・応援サービスに関する情報を子育て世帯に発信 
 
  ＜企業・団体等が行う子育て応援サービス活動＞ 
   以下の①～④のうち、１つ以上を選択、⑤は必須 
    ①チャイルド・プレミアム事業 
     県民育児の日に行う割引やポイント進呈など 
      ②親子ウェルカム活動 
         授乳・おむつ替えスペースの設置など 
      ③地域で子育て応援活動  
     親子を対象としたフリーマーケット、ゲーム大会の開催など 
      ④親子わくわく体験活動 
     親子工場見学会、お店探検の開催など 
    ⑤「県民育児の日」普及ＰＲ活動の実施 
     卓上のぼり旗・ポスターの掲示、館内放送、チラシ・社内報への掲載など 
 
 （2）優良企業知事表彰  ［予算額：300千円（協議会へ委託）］ 
    特に優良な子育て応援サービス活動を行う企業・団体等を表彰 
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事業の背景・目的

事業の概要
　県から（公財）いしかわ子育て支援財団に対し長期貸付を行い、県債を運用して得た運用益を活用
し、子ども・子育て支援に係る取り組みを推進する。

○貸付額：20億円

○貸付期間：H24.4.1～H29.3.1（5年間）

○事業内容：
１．子育て不安等の解消

・子どもができる前の男女の子育てに対する不安解消を図るため、育児体験や子育て支援の制度等
　について学習する「あなたもパパママ体験塾」の実施など。

２．晩婚化対策
・異性とのコミュニケーション等を指南する「いしかわ婚活実践大学校」の実施など。

３．子育て支援団体の活動促進
・財団に登録する育児サポーター等を対象にレベルアップ研修を実施し、地域活動の指導者となる
　専門性を持った人材（子育てマエストラ）の養成。
・地域のNPO、育児サークル等が連携して行う子育て支援人材を育成する取り組みへの支援

４．子育て支援団体の協力によるイベント開催
・子育て中の家庭に対すてさまざまな分野の情報提供・活動紹介を「子育て支援メッセ」の開催
・子どもが仮想の町で仕事体験を行う職業体験イベント「キッズおしごとたいけん」の開催

これまでの見直し状況

2,000,000

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

事業費累計 0 0 2,000,000
決算

一般
財源

予算

2,000,000 -
決算 2,000,000

事業費
予算

事業費
（単位：千円） 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

1.50 1.40 1.44 1.43 1.47（概数）

課題 少子化対策の推進
指標 合計特殊出生率 単位 指数

目標値 現状値
平成  年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

健康福祉部少子化対策監室
根拠法令
・計画等

職・氏名 主事　太田　翔一朗
電話番号 076 225 1447 内線 4185

　少子化の進行には、未婚化・晩婚化のほか、核家族化・都市化による家庭や地域の子育て
力の低下など様々な要因があり、子育て支援ニーズの増大や多様化に対応するためには行政
の取り組みだけでは限界がある。
　子育て支援財団は、行政の手の届かない分野やすき間をカバーする役割を担っているが、
今般、財団の取り組みをさらに推し進めるため貸付を行い、財団においてその運用益を財源
として多面的な取り組みを行うこととしている

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名
事業開始年度 作

成
者

組　　織
いしかわ子ども・子育て応援資金貸付金

事業終了予定年度Ｈ２４

いしかわエンゼルプラン２０１０

施策・課題の状況
施策 少子化対策の推進 評価
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事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1447 内線

作
成
者

組　　織
根拠法令
・計画等

ワークライフバランス推進事業費
事業開始年度 Ｈ１９

事務事業名
4075

施策・課題の状況

少子化対策監室

225
主任主事　定司　太一

電話番号 076
いしかわ子ども総合条例／いしかわエンゼルプラン２０１０

職・氏名

指標
課題

平成25年度

ワークライフバランス登録企業数

施策 少子化対策の推進 評価

単位

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現状値

企業

422

25,776
15,000

目標値

600 206 253
平成27年度

338

32,100
平成22年度

予算
20,014
3,700

平成21年度
28,200

（単位：千円）

7,460
15,00022,900

21,845

平成23年度 平成24年度 平成25年度

評価

決算
7,460

21,845800
32,274 58,050

一般
財源

次世代育成支援の促進

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

事業費

2,700

評価

22,900

79,895 94,895
4,960

予算 4,960
決算

800

事業費累計 12,260

事業費

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

項目 左記の評価の理由

１ 事業の背景・目的   
   子ども・子育て支援等に関する県の行動計画「いしかわエンゼルプラン2010」において、「ワークライフバランス 
  推進」を重点課題にひとつに定めており、子育てしながら働きやすい職場環境の整備に努めることとしている。 
   県内におけるワークライフバランスに関する認知度や、年次有給休暇所得率、男性の育児休業取得率などは、 
  全国的に低い水準であり、ワークライフバランスに取り組む機運の醸成が課題となっていることから、企業における 
  取組支援と県民・労働者への普及啓発をさらに推し進める必要がある。 
 
 ２ 事業の概要  
  【企業における実践に向けた取組支援】 
（１） 推進員の企業訪問      （いしかわ子育て支援財団に委託） 
    平成25年4月に「いしかわ子ども総合条例」により、50～99人企業の一般事業主行動計画策定が義務化され、 
   今後は、計画の確実な実践と既策定企業の計画内容の更なる充実が必要であることから、ワークライフバランス 
   推進員を99人以下企業を中心に派遣し、実践を支援 
 
（２） 専門コンサルタントの派遣   （財団に委託）   
        ワークライフバランスの専門知識を持つコンサルタントを県内企業の要望に応じて派遣し、企業現場で実態 
   に応じた支援を実施 
 
（３） ワークショップの開催         （財団に委託） 
        管理職や経営者を対象とし、テーマ別に、取組手法等を講義や演習を通じて学ぶ。 
  
（４） 業界団体との共催によるワークライフバランスセミナーの開催 
    業界団体等の協力を得て、具体的な実践事例などを紹介しながら経営者・人事労務担当者等に、ワークライフ 
   バランスが企業経営にとって有益であることの理解を深めるセミナーを開催 
 
（５） 企業への知事表彰 
    他の模範となる取組を実施している企業等に対して知事から表彰し、ホームページ等で取組内容を紹介 
   
【県民・労働者への啓発や実践に向けた取組支援】 
（１） キャッチフレーズを活用した企業タイアップ商品の企画制作  （財団に委託） 
    食品メーカーやスーパー等と連携し、キャッチフレーズや子どもの写真を活用した商品を企画制作 
 
（２） パパ子育て講座の開催               （子ども夢フォーラムに委託） 

          企業の男性社員を主な対象とした、家庭における父親の役割や子どもとの接し方等の出前講座を実施 

 

３ これまでの見直し状況  
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事業の背景・目的

放課後児童クラブ指導員の交流促進や資質向上を図るため、地区別研修を新たに設けるほか、
初任者や管理者向けといった対象者別の研修も合せて実施することにより、指導員等が研修に参加
する機会を大幅に増やし、県内の放課後児童クラブの質の向上を図る。

事業の概要

（１）研修概要　　全３２回実施（予定）

（２） 委託先　石川県放課後児童クラブ団体連絡協議会（事務局：（財）いしかわ子育て支援財団）

（３）負担割合　　国１／３、県２／３

これまでの見直し状況
H24年度より、地区別研修を新たに設けたほか、初任者や管理者向けといった対象者別の研修を

合せて実施することにより、指導員等が研修に参加する機会を大幅に増加させた。

予算

5,909 6,170

194
194 184

事業の有
効性

（費用対
効果の観
点も含め、
この事業
が課題解
決に役

立ったか）

健全な育成環境の整備

平成25年度

放課後児童クラブの研修参加数

平成24年度

1,442
決算

一般
財源

207 834

事業費

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1422

施策 健全な育成環境の整備 評価

豊かな放課後づくり推進事業費事務事業名
事業開始年度 Ｈ１0

内線

作
成
者

組　　織

4068

施策・課題の状況

健康福祉部少子化対策監室
根拠法令
・計画等

職・氏名 健全育成GL・石和
電話番号 076 225

課題
単位

平成27年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現状値

箇所

－ －

平成21年度 平成22年度

指標

（単位：千円）

目標値

257

平成23年度 平成25年度
1,758261 2,000

275 261 2,000
事業費

予算 290 275

9,928
評価

項目 評価 左記の評価の理由

決算 290
184 174 1,684

事業費累計 5,634
174 1,684

今後の方
向性

（県民
ニーズ、
緊急性、
県関与の
あり方等を
踏まえ、今
後どのよう
に取り組
むのか）

8,170

区分

内容 初任者向け研修 指導者養成研修 運営管理研修

回数 加賀・能登 各１回 加賀・能登 各２回 全県 2回

対象 主に初任者 実務経験3年以上の指導員 運営管理者 ＋

詳細

◇初任者向け基礎プログ
ラム
（講義、実践研修等）

◇核となる指導員の育成を
図る
◇指導員に教育指導できる
ようなリーダーとなる人材
を養成

◇クラブを運営する管理者
向けの研修
◇運営者として、施設の安
全管理や緊急時の対応、関
係機関との連携等について
研修

全　体　研　修　 地　区　別　研　修

４地区×６回程度

全指導員

地区ごとに研修テーマを設定

◇研修会への参加機会をより多く提
供するため、県内の地区ブロック単
位で研修会を開催


